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Ａ．研究目的  

情 報 工 学 お よ び 心 理 学 の 知 見 と 技 術

を 応 用 す る こ と で 、 一 般 消 費 者 や 専 門

家 な ど の 多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 対

し て 食 品 の リ ス ク に 関 す る 共 通 理 解 を

促す食品情報開示法を開発する。  

農 薬 の 残 留 量 な ど の 食 品 の リ ス ク 情

報 は 、 基 準 に 基 づ い て 管 理 が な さ れ て

い る 。 科 学 的 に 定 義 さ れ た 基 準 は 、 食

品 中 の 残 留 量 が そ れ 以 下 で あ る 、 と い

う こ と を 明 示 し て い る と い う 意 味 で は

誠 実 だ が 、 科 学 的 な デ ー タ を 読 み 取 る

知 識 が な い 消 費 者 は そ の 値 の 持 つ 意 味

を 理 解 で き な い 。 そ の た め に 、 基 準 値

を 上 回 る 事 例 が 発 生 す る と 、 実 際 の リ

ス ク が 非 常 に 小 さ く て も 過 度 な 不 安 を

感 じ る 。 つ ま り 、 科 学 デ ー タ を そ の ま

ま 開 示 し て も 、 人 間 の 認 知 ・ 心 理 的 な

要 因 に よ っ て 、 そ の 数 値 の 持 つ 意 味 に

基 づ く 情 報 理 解 が 妨 げ ら れ る こ と す ら

あ り 、 こ の こ と が 科 学 者 や 行 政 ・ 生 産

者 ・ 流 通 と い っ た リ ス ク 分 析 に 関 わ る

側 の 理 解 と 、 消 費 者 の 理 解 と の 間 に ギ

ャ ッ プ を 生 じ さ せ る 。 こ の よ う な 理 解

の ギ ャ ッ プ を 減 ら す た め に は 、 テ レ ビ

や 新 聞 な ど の マ ス メ デ ィ ア 上 で の 利 用

が 可 能 で 、 一 般 消 費 者 が 適 切 に 情 報 を

理 解 で き る 情 報 開 示 法 の 開 発 が 必 要 で

あ る 。 特 に 食 品 に お け る 放 射 性 物 質 に

つ い て 、 我 が 国 で は 昨 年 度 よ り 、 世 界

で も 類 を 見 な い 厳 し い 基 準 値 を 設 定 し

た こ と も あ り 、 そ の 理 解 を 促 進 す る ツ

ールは非常に重要である。  

 

Ｂ．研究方法  

本年度は、Ⅰ．農薬に関する表示によ

る理解の支援の効果測定（担当：和田・

木村・小川）、Ⅱ．放射性物質に関する消

費者の情報認識と認知特性に関する調査

（担当：和田・木村・小川）、Ⅲ．消費者

態度の類型化に関する研究（担当：木村・

和田・小川）、Ⅳ．対話型学習ツールの開

発（担当：湯浅・小川・和田・小川）、に
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着手した。  

 

Ｃ．研究の経緯  

当初の計画では、最初にステークホル

ダーが抱きやすい放射線と食品に関連す

る疑問についてのインターネット調査を

実施する予定であった。その前段階とし

て、消費者が実際に食品会社などに問い  

合わせる内容を明らかにするために、食

品会社の受け答え担当者へのインタビュ

ー調査を行った。また、一般消費者のリ

スク認知には個人の認知傾向も関与する

ことが最近報告されたことから、一般消

費者の認知傾向の類型化のために、一般

消費者の認知特性を測定する直感的・分

析的思考に関する検査を導入した。これ

らの情報をも含むインターネット調査を

実施するために、予定よりも多くの時間

を準備に要した。しかし、24 年度予定し

ていた 3 回のインターネット調査は実施

することができ、分析も進んでいる。  

これらの調査の一部である、情報開示

アイコンの理解促進効果に関する調査結

果は論文化し、現在、日本健康教育学会

誌で審査中になっている。また、新しい

消費者の類型として直感的・分析的思考

傾向の検査と食品に関するリスクの調査

を行い、両者に強い関連を見出すことが

できた。詳細な分析はまだ完了していな

いが、今後のリスクコミュニケーション

の促進にとって、新たなきり口を提案す

るインパクトの強い結果になると予測し

ている。  

さらに、 web での情報開示ツールにつ

いては、テキストで消費者が質問を入力

した時にキーワードを拾って適切なアウ

トプットを提示するシステムのプロトタ

イプを作成し、論文をして出版した (湯浅

ら , 2012)。今後の、Web ツールの開発は、

この入力システムを活かす予定である。

自由記述をベースとした本システムを快

適に運用するためには、膨大なデータベ

ースが必要であるが、25 年度中に今後の

開発のプロトタイプとなるレベルのコン

テンツを部分的に完成させることを第一

目標として開発を進めることができるだ

ろう。  
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Ａ．研究目的  

残留農薬に関する知識が少ない消費者

に、残留農薬量の適切な理解を促すため

のイラスト表示を開発し、従来の情報開

示と比較して、適切に情報を伝えること

が出来るかどうかを検証する。  

 

Ｂ．研究方法  

大学生および大学院生 80 名 (平均年齢

21.7 歳 )、一般の主婦、子どもあり主婦、

独身女性 900 名 (平均年齢 39 .5 歳 )を対象

に調査を行った。文章、累積正規分布関

数のグラフ、イラストの 3 種類の説明表

示を用いた（図 1）。農産物に残留してい

る農薬のリスクに関する評定を行わせた。

さらに、主婦などに対しては思考傾向（分

析的思考度検査：図 2）に関する調査を

行い、思考傾向の特徴が情報理解に与え

る影響を検討した。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究の実施についてはヘルシンキ宣

研究要旨 
本研究では残留農薬に関する知識が十分でない消費者に、残
留農薬量の適切な理解を促すためのイラスト表記を開発し、
その効果を検証することを目的とした。農学系の大学生およ
び大学院生、または一般女性を対象に調査を行った。この結
果、残留農薬量の安全性評価順序に対する正答率は二次元で
表されたグラフによって促進されず、一次元イラスト表記の
方が有効であることが分かった。また、分析的思考度検査の
得点がリスクの認識に影響することが示唆された。 

図 1 ３ つ の 残 留 農 薬 量 に 関 す る 説 明 表 記  

(a) 文 章 の み  (b) 文 章 ＋ グ ラ フ (C) 文 章 ＋ イ ラ ス ト  
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言に準拠し、 (独 )農研機構食品総合研究

所の人間を対象とする生物医学的研究に

関する倫理委員会の審査の承認を得た。  

 
Ｃ．研究結果  

大学生および大学院生に対する調査の

結果、残留農薬量のリスク評価順位に対

する正答率は従来用いられている累積正

規分布関数によって示した二次元のグラ

フによる表示よりも一次元で表したイラ

ストによる表示の方が、残留農薬量の適

切な理解を促進させることが示唆された

(図 3)。 こ の 研 究 結 果 は 現 在 、 日 本 健 康

栄養学会誌に投稿し、改稿中である。ま

た、主婦ら 900 名を対象にした直感的・

分析的思考傾向の検査を含む調査を行っ

た結果、全被験者のうち 40％が分析的思

考を示す得点が 0 点、すなわち直感的な

思考の傾向にあることが示された (図 4)。

調査対象者の分析的思考傾向が強くなる

に従い、文章のみの説明でも、正しい農

薬 に 対 す る 認 識 を 示 す 回 答 が 増 加 し た

(図 5)。 ま た 、 累 積 正 規 分 布 関 数 に よ っ

図 2 分 析 的 思 考 度 の 検 査  

分 析 的 思 考 度 が 高 い ほ ど 青 字 の 解 答 （ 正 答 ）

が 多 く な り 、直 感 的 な ほ ど 赤 字 の 解 答 が 多 い 。 

図 3 農 学 系 大 学 生 お よ び 大 学 院 生 の 正 答 率  

残 留 農 薬 基 準 、ADI、NOAEL に 関 す る 安 全 性 の

評 価 に お い て 、 量 の 多 さ に 対 応 し た 回 答 （ ＝

正 答 ） が で き た 割 合 。  

図 4 分 析 的 思 得 点 の 分 布  

 

図 5 分 析 的 思 考 得 点 ご と の 正 答 率  

文 章 の み 、 お よ び グ ラ フ の 表 示 で は 分 析 的 思

考 に よ っ て 正 答 率 が 増 加 す る が 新 デ ザ イ ン の

イ ラ ス ト を 用 い た 場 合 は 全 体 の 正 答 率 が 比 較

的 高 く な り 、 有 意 な 思 考 傾 向 の 影 響 を な く な

る 。  
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て示すグラフを付加しても成績の向上は

見られなかった。しかし、一次元のイラ

ストを用いた場合には、より多くの人数

の対象者が正しい認識を示した。さらに、

直感的・分析的思考傾向による成績の有

意な差が消失した。  

 

Ｄ．考察  

本研究ではグラフィカルな説明表記の

一形態として残留農薬量を一次元的に示

したイラスト表記を作成し、適切な情報

理解を促す効果があるかを検討した。  

残留農薬量を表している累積正規分布

関数の場合には、その意味を理解するた

めに累積正規分布関数に関する知識が必

要であり、それがない場合はグラフと残

留農薬量とリスクの関係を適切に理解す

るのは困難である可能性がある、  

農学系の大学生および大学院生を対象

とした調査の結果、 3 段階の残留農薬量

条件の安全性評価の結果では、「文章＋グ

ラフ」の説明表記は、「文章＋イラスト」

の説明表記だけでなく「文章のみ」の説

明表記よりも正答率が低かった。安全性

評価順序の分析において「文章＋イラス

ト」の説明表記と「文章のみ」の説明表

記との間に有意な差が見られなかったが、 

「文章＋イラスト」の説明表記の方が数

値的に正答率が高かった。特に、「どの程

度安全であるか」についての質問項目で

は、「文章＋イラスト」の説明表記で 60％

以上の調査対象者が残留農薬量の順序を

適切に理解できることが示された。この

結果は、一次元的に残留農薬量を表記し

たイラストを伴わせた「文章＋イラスト」

の説明表記が 3 段階の残留農薬量条件の

安全性評価順序をもっともわかりやすく

表していることを示している。  

これらの結果から、 3 段階の残留農薬

量条件に対する二次元の累積正規分布関

数を用いた「文章＋グラフ」の説明表記

より、一次元で量的な関係を表した「文

章＋イラスト」の説明表記の方が安全性

評価順序の適切な理解をより促進させる

ことが示された。食品安全委員会のホー

ムページで従来用いられていた累積正規

分布関数を用いたグラフ表記は、文章の

みの場合よりも適切な認識が減少したこ

とから、本研究の調査の参加者の多くに

とっては累積正規分布関数を用いたグラ

フは適切な理解を促すグラフィカルな表

記ではなかったと考えられる。  

また、一般的な女性の消費者を対象と

した分析的思考検査を伴った調査では、

文章のみ条件、文章とグラフ条件で分析

的 思 考 得 点 が 0 点 の 参 加 者 の 正 答 率 は

5％未満であり、分析的思考得点が上昇す

るに従って正答率も上昇した。すなわち、

従来の表示は、直感的思考の人間は正し

い認識を得ることが難しいことが分かっ
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た。その一方で、一次元のイラストを用

いた場合には、分析的思考得点が 0 点の

参加者であっても 20％以上正答でき、分

析的思考得点の点数による正答率の有意

な差が消失した。これは、一次元的なイ

ラストが直感的な思考の消費者の理解を

も促進することを意味している。  

 

Ｅ．結論  

 消費者の理解力を高め、生産者や専門

家と消費者の健康被害に対する認識のギ

ャップを埋めるためにはリスクコミュニ

ケーションが必要である 14)。本調査の

結果は、そのためには残留農薬の量のよ

うな専門家には自明の数値に関しても、  

本論文で行ったような理解の検証とそれ

に基づいた情報伝達手段の改善も考慮す

べきであることを示唆した。  

 

Ｆ．研究発表  

1.  論文発表  

湯 浅 将 英 ,  田 中 一 樹 ,  土 肥 紳 一 ,  大 山 実 ,  

授業アンケートの自由記述からの評価情

報抽出 ,  日本工学教育協会論文誌， 2012  

 

2.  学会発表  

1.  和田有史  (2012) .  人間の認知特性

と 情 報 理 解 ,  2012 年 度  第 10 回

MerQur ius  ユ ー ザ コ ン フ ァ レ ン

ス（東京）  

2 .  和田有史  (2012). 食と心の認知科

学 , 応 用 脳 科 学 ア カ デ ミ ー ア ド バ

ンスコース「脳と感覚器官」 .   

3 .  朴 ソ ラ ・ 増 田 知 尋 ・ 村 越 琢 磨 ・ 木

村 敦 , 小 山 慎 一 ・ 日 比 野 治 雄 ・ 和

田有史  (2012). 残留農薬情報表示

デ ザ イ ン に 関 す る 心 理 学 的 検 討 , 

日本デザイン学会第 59 回春季研究

発表大会 .  

4 .  村 越 琢 磨 ・ 増 田 知 尋 ・ 小 川 緑 ・ 和

田有史  (2013) .  分析的思考傾向が

食 品 リ ス ク 情 報 理 解 を 促 進 す る ,  

第 46 回知覚コロキウム .  

 

Ｇ．知的所有権の取得状況  
 
    な  し  
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別紙４ 
厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

 分担研究報告書 
 

放射性物質に関する消費者の情報認識と認知特性に関する調査 
 

研究代表者 和田 有史 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 
研究分担者 木村  敦 東京電機大学 
研究協力者 小川  緑 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
Ａ．研究目的  

 消費者が実際に食品会社などに問い合

わせる内容がどのようなものであるかを

明らかにするために、健康食品を取り扱

う会社と粉ミルクなどの乳児用食品を取

り扱う会社を対象に苦情受答え担当者へ

のインタビュー調査を行う。  

また、様々な立場や認知機能などの消

費者の特性が、放射線と食品に対する認

識と関連する可能性がある。その実態を

インターネット調査によって明らかにす

る。また、効率よく認識できる画面中の

情報特徴を探るために、変化の視覚的検

出に関する実験を行う。  

 

Ｂ．研究方法  

震災直後から現在に至るまでの問い合

わせ数と内容の遷移についてインタビュ

ー調査を行った。  

また、第一段階として、放射線と食品

に対する複数の質問に自由記述で消費者

が答えるインターネット調査を行った。

これにより、消費者の一部が持っている

放射線に関する誤解を探索的に見出す。  

この調査結果に基づいて放射線に関す

るイメージや理解度とニュメラシー及び

分析的思考得点  (農薬に関する調査の報

告を参照 )  の関連を 明らかに するため イ

ンターネット調査を行った。この調査で

は、食品から基準値超の放射性セシウム

が検出されたという架空の記事を読み、

記事のようなことが実際に報道された場

合にどのように思うかを 6 段階（非常に

あてはまる～まったくあてはまらない）

で評定を求めた。数学的理解力・読解力

などの認知的能力や参加者属性などの質

問も実施し、ステークホルダー別での持

研究要旨 
放射線に関する消費者の態度を探るために、食品会社の問合
せ対応者へのインタビュー調査を行った。さらに、架空の被
災地産の食品に対する態度に関するインターネット調査を行
った。これらの調査の結果、食品会社への放射線関連の問合
せは震災直後に比べかなり減少しているが、放射線に関連す
る報道がされると爆発的に増加すること、被災地産の食品に
対しては、放射線への不安、基準値への信頼、被災地食品へ
の忌避の因子が存在し、それらの因子に対する反応は分析的



8 
 

ちやすい疑問や誤解の傾向を明らかにし

ようとした。調査対象者は、日本人男女

（ 30~50 歳代）計 300 名であった。調査

エリアは関東圏および近畿圏で、半数ず

つ に な る よ う 調 査 を 行 っ た (調 査 項 目 の

例を表 1 に示す )。  

表 1  放 射 線 に 関 す る 意 識 調 査 (例 )   
こ の 調 査 は 放 射 性 物 質 や 食 品 に お け る 放 射 能 の
影 響 に 関 す る あ な た の 考 え な ど を お 聞 き す る 調
査 で す 。  

以 下 の 2 つ の 記 事 は 放 射 性 物 質 に 関 す る “ 架
空 ”の 記 事 で す 。も し も 、こ の よ う な 記 事 が 実 際
に 新 聞 等 で 報 道 さ れ た 場 合 に 、自 分 の 気 持 ち が ど
の よ う に な る か を 考 え て み て く だ さ い 。  

以 下 の 項 目 に つ い て 、そ の と き の 気 持 ち に ど の
程 度 あ て は ま る か を お 答 え く だ さ い 。 ”非 常 に 当
て は ま る ”か ら ”非 常 に 当 て は ま ら な い ”の い ず れ
か 、 最 も よ く あ て は ま る も の を お 選 び 下 さ い 。  
マ ダ ラ 出 荷 制 限 へ  基 準 値 超 セ シ ウ ム 検 出  
2 0 1 3 年 1 月 ××日  
 
 ● ● 県 の 太 平 洋 沖 で 漁 獲 さ れ た マ ダ ラ か ら 国
の 新 基 準 値（ 1 キ ロ あ た り 1 0 0 ベ ク レ ル ）を 超 え
る 放 射 性 セ シ ウ ム が 二 度 検 出 さ れ た た め 、国 が 週
明 け に も 出 荷 制 限 を 指 示 す る こ と が ××日 、 県 関
係 者 へ の 取 材 で 分 か っ た 。東 京 電 力 福 島 第 一 原 発
事 故 の 影 響 で 、● ● 県 の 農 林 水 産 物 が 出 荷 制 限 の
対 象 に な る の は 初 め て 。  
 近 隣 の 青 森 県 で は 昨 年 六 月 、同 県 八 戸 市 沖 で 捕
れ た マ ダ ラ か ら 、国 の 新 基 準 値 を 超 え る 一 キ ロ グ
ラ ム 当 た り 一 一 六 ベ ク レ ル の 放 射 性 セ シ ウ ム を
検 出 し た と し て 、 地 元 漁 協 に 出 荷 自 粛 を 要 請 し
た 。  
 そ の 後 の 検 査 で は 基 準 値 を 下 回 っ て い た た め
昨 年 七 月 末 に 自 粛 を 解 除 。直 後 の 八 月 九 日 、八 戸
市 沖 で 捕 れ た マ ダ ラ か ら 基 準 値 を 超 え る 一 キ ロ
グ ラ ム 当 た り 一 三 二・七 ベ ク レ ル の 放 射 性 セ シ ウ
ム が 検 出 さ れ た た め 、 再 び 出 荷 自 粛 を 要 請 し た 。 
問 1   食 品 中 に 含 ま れ る 放 射 性 物 質 の 量 が 新 基 準
値 を 超 え た 食 品 を 少 し で も 食 べ る と 人 体 に 悪 影
響 が あ り そ う だ 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 2   食 品 中 に 含 ま れ る 放 射 性 物 質 の 量 が 新 基 準
値 を 超 え た 食 品 を 食 べ る と 直 ち に 健 康 に 悪 影 響
が で そ う だ 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 3   今 回 の 記 事 程 度 の 放 射 線 物 質 の 量 な ら ば 、
マ ダ ラ を 食 べ て も 人 体 に 影 響 な い だ ろ う 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  

問 4   基 準 値 以 下 の 食 品 で あ っ て も 、 少 し で も 放
射 性 物 質 が 検 出 さ れ た も の を 食 べ つ づ け る と 人
体 に 蓄 積 さ れ て 将 来 的 に 健 康 に 悪 影 響 が 出 そ う
だ 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 5   海 外 に 比 べ て 、 日 本 の 放 射 性 物 質 に 関 す る
基 準 値 は 厳 し い の で 、現 在 流 通 し て い る 食 品 を 食
べ て も 心 配 は な い 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 6   今 後 、 ● ● 県 産 の 海 産 物 は 基 準 値 を 超 え て
い る と 報 道 さ れ て い な く て も 食 べ な い 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 7   市 場 に 流 通 し て い る 、基 準 値 超 え が 報 告 さ
れ て い な い ● ● 県 産 の 海 産 物 を 食 べ る こ と に よ
る 放 射 性 物 質 の 人 体 へ の 影 響 の 心 配 は な い 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 8   新 基 準 値 を 超 え て い な け れ ば ● ● 県 産 の マ
ダ ラ 以 外 の 海 産 物 を 買 い た い 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
問 9   記 事 で 報 道 さ れ た マ ダ ラ に 含 ま れ て い た セ
シ ウ ム は 、自 然 に 存 在 す る 放 射 性 物 質 よ り も は る
か に 多 い と 思 う 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  
7． そ も そ も 自 然 に は 放 射 性 物 質 は 存 在 し な い

は ず 。  
問 1 0   も と も と 関 東 か ら 東 北 地 方 産 の 海 産 物 は
食 べ な い よ う に し て い る 。  
  1 .  非 常 に あ て は ま る   2 .  あ て は ま る    

3 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま る  
4 .  ど ち ら か と い う と あ て は ま ら な い  
5 .  あ て は ま ら な い   6 .  ま っ た く あ て は ま ら な

い  

 

また、視覚記憶に関する 2 つの課題を

同時に行わせた時に、それぞれが異なる

特徴で操作された場合に、同一の特徴に

よって操作された場合よりも効率的に課

題遂行できるかどうかについて検討した。 
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（倫理面への配慮）  

本研究の実施についてはヘルシンキ宣

言に準拠し、 (独 )農研機構食品総合研究

所および東京電機大学の人間を対象とす

る生物医学的研究に関する倫理委員会の

審査の承認を得た。  

 
Ｃ．研究結果  

 健康食品会社、乳児食品会社とも、原

発事故直後に放射線関連の問い合わせが

激増したものの、2012 年 8 月の時点では、

月に数十件程度に落ち着いていることが

分かった。ただし、食品と放射線に関す

るニュースや有識者などの発言の影響で

一時的に増えることがあった。問い合わ

せ内容は、事故後数週間後は製造時期、

製造場所について、その後は生産地と原

料の原産地、放射線測定の頻度や結果に

ついての質問が増加した。  

また、放射線の理解と被災地の食品に

対する態度や印象に関する調査でも直感

的・分析的思考傾向検査をともに行った。

例としてマダラに対する態度についての

調 査 項 目 の 因 子 分 析 の 結 果  (表 2)  と 分

析 的 思 考 と の 関 連 を 示 す (図 1)。 因 子 分

析 の 結 果 、“ 因 子 1： 放 射 線 物 質 へ の 不

安”に関連する因子と、“因子 2：基準値

への信頼”に関する因子、さらに“因子

3 被災地産の食品の回費”に関する因子

が抽出された。  

さらに、これらの因子に含まれる項目

の評定の平均点を実験参加者ごとに算出

して、分析的思考得点 (CRT スコア )ごと

に比較すると、因子 1 および因子 3 にお

いて直感的思考傾向が強いほど、過度な

不安、および忌避に該当するような回答

を行う傾向が見られた。  

 

Ｄ．考察  

本研究では、食品会社のインタビュー

調査、一般消費者に対する自由記述を得

るためのインターネット調査、架空の被

災地産の食品に対する態度調査を測定す

1 2 3
1.食品中に含まれる放射性物質の量
が新基準値を超えた食品を少しでも
食べると人体に悪影響がありそう
だ。

.842 -.317 .127

4.基準値以下の食品であっても、少
しでも放射性物質が検出されたもの
を食べつづけると人体に蓄積されて
将来的に健康に悪影響が出そうだ。

.743 -.259 .090

2.食品中に含まれる放射性物質の量
が新基準値を超えた食品を食べると
直ちに健康に悪影響がでそうだ。

.662 -.011 .230

9.記事で報道されたマダラに含まれ
ていたセシウムは、自然に存在する
放射性物質よりもはるかに多いと思
う。

.591 -.046 .141

3.今回の記事程度の放射線物質の量
ならば、マダラを食べても人体に影
響ないだろう。

-.230 .788 .037

7.市場に流通している、基準値超え
が報告されていない●●県産の海産
物を食べることによる放射性物質の
人体への影響の心配はない。

-.157 .740 -.207

5.海外に比べて、日本の放射性物質
に関する基準値は厳しいので、現在
流通している食品を食べても心配は
ない。

-.177 .672 -.101

8.新基準値を超えていなければ●●
県産のマダラ以外の海産物を買いた
い。

.221 .389 -.304

6.今後、●●県産の海産物は基準値
を超えていると報道されていなくて
も食べない。

.546 -.202 .645

10.もともと関東から東北地方産の海
産物は食べないようにしている。

.379 -.119 .609

回転後の因子行列 a

因子

表 1 マ ダ ラ に 対 す る 態 度 の 因 子 得 点  
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るインターネット調査を行った。  

インタビュー結果は、企業に対する問

い合わせ内容と時期の傾向を示しており、

現状では放射線に関する消費者の問い合

わせは少ないが、放射線に関連する報道

があると、問い合わせ数が爆発的に増加

することを示した。また、企業の回答内

容は、自社製品に放射性物質が検出され

たかどうかのみを答えることが多いこと

が示唆された。  

 また、被災地産の食品に対する態度調

査では、直感的思考傾向が強いほど、不

安感に対する質問項目および過度な忌避

に関連する因子に含まれる項目で高得点

を示すことが分かった。これらの項目は

否定的な事柄に対する同調の傾向である

可能性もあるため、今後より詳細な検討

が必要であろう。  

 

Ｅ．結論  

 本研究の結果、農薬に対する理解と同

様に、分析的思考得点が放射線に対する

態度とも関連することが示唆された。こ

のような被災地食品に対する不安感や過

度な忌避的な態度を緩和するためには、

農薬の表示のときに効果が見出された単

純なイラスト表示などが有効な可能性も

あるだろう。次年度の放射線に関する説

明ツールの開発に役立てられるだろう。  

 

Ｆ．研究発表  

1.  論文発表  

なし。  

 

2.  学会発表  

なし。  
 

Ｇ．知的所有権の取得状況  
 
なし。

図 1 分 析 的 思 考 得 点 ご と の 各 因 子 の  

項 目 得 点 平 均  

因 子 1 お よ び 因 子 3 に お い て 、 分 析 的 思 考 得

点 (CRT ス コ ア )が 増 加 す る と 得 点 が 高 く な る

（ す な わ ち 、 過 度 な 忌 避 や 不 安 が 少 な く な

る ）。  
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）  

分担研究報告書  
 

消費者態度の類型化に関する研究  
 

研究分担者  木村  敦  東京電機大学  
研究代表者  和田  有史  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構  
研究協力者  村越  琢磨  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的  

食品情報に対する消費者の態度は一様

ではなく、性別・年齢をはじめとするコ

ホートによって傾向が異なる場合もある。

そこで効果的なリスクコミュニケーショ

ンを行うにあたっては、食品中の放射性

物質に対する消費者の態度やコホートを

考慮し、消費者の知識レベルや懸念に適

切に対応する必要があろう。本研究はそ

の第一段階として、食品中の放射性物質

に対する消費者の態度や属性について類

型化を行うことを目的とした。  

Ｂ．研究方法  

調査 対 象 者 :  調 査 はイ ン タ ーネ ッ ト 調査

会社  (株 )  楽天リサーチに依頼し、 30 代

～ 60 代の日本人男女 100 名  (男性 64 名 ,  

女 性 36 名 、 平 均 年 齢 48.2 歳  (SD =  

10 .1 ) )  から回答を得た。  

調査 項 目 :  調 査 項目 には 、 食 品中 の 放 射

性物質に対する態度等を問う項目  (各 7

段階評定 )  と、回答 者のコホ ートに関 す

る情報を問う項目が含まれた。本研究で

使 用 し た 調 査 項 目 の 一 部 を 表 1 に 示 す 。 

統計 解 析 :  食 品 中の 放射 性 物 質に 対 す る

態度・知識に関する評定値を投入変数と

し、 Ward 法によ る階層クラスタ分析 を

実施した。クラスタ間の各項目評定値の

差を一要因被験者間分散分析により検討

した。有意差がみられた場合には Tuley ' s  

HSD 法 に よ る 多 重 比 較 を 行 っ た  (α  =  

0 .05 )。  

さらに、観察者に視覚刺激に対する二

重の課題を課す実験の結果、単一の課題

のみ行う場合よりも情報処理が低下する

ことが明らかとなった。これにより、消

費者に視覚的に情報提示する際には、で

きるだけ二重の情報を与えない方が画面

に提示される情報の適切な認識が促され

ることが確認できた  (国内論文 1)。  

研究要旨  
食 品 中 の 放 射 性 物 質 に 対 す る 消 費 者 の 態 度 や 属
性について類型化を行うことを目的とした。イン
タ ー ネ ッ ト 調 査 で は 食 品 中 の 放 射 性 物 質 に 対 す
る態度等を問う項目と、回答者のコホートに関す
る情報を問う項目を含んだ。調査の結果、食品中
の放射性物質に対する消費者の態度は大きく 4 類
型に分類できることが示唆された。  
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（倫理面への配慮）  

本研究の実施についてはヘルシンキ宣

言に準拠し、 (独 )農研機構食品総合研究

所および東京電機大学の人間を対象とす

る生物医学的研究に関する倫理委員会の

審査の承認を得た。  

 
Ｃ．研究結果  

クラスタ分析の結果を参照し、距離ク

ラスタ結合  =  10 .0 で得られた 4 クラス

タを主要クラスタとして採用した。クラ

スタごとの各調査項目の平均評定値を表

1 に示す。クラスタ間で各項目評定値を

比較したところ  (表 1)、放射線物質に対

する態度等に関しては、まず関心はクラ

スタ 2 が他群より高かった。確実性はク

ラスタ 4 が高くクラスタ 1 が低かった。

独自基準に対する態度はクラスタ 1,  3 が

高かった。コホートに関しては、クラス

タ 2,  3 は年齢が比較的高く、子ども数は

少なかった。反対にクラスタ 1 は年齢が

比較的若く子ども数が多かった。また、

クラスタ 1 の回答者は被災地との関わり

が他群よりも強く、被災地者に対する支

援意思が他群よりも低かった。  

 

Ｄ．考察  

本調査の結果、食品中の放射性物質に対

する消費者の態度は大きく 4 類型に分類

できることが示唆された。各クラスタの

特徴をみると、クラスタ 1 は被災地との

関連があり、放射性物質に対して不安傾

向の強い回答者群といえる。クラスタ 2

表 1   調査項目 と平均評定値  ( SD )  
項目  クラスタ

1  
( N  =  
2 1 )  

クラスタ
2  

( N  =  
3 1 )  

クラスタ
3  

( N  =  
2 2 )  

クラスタ
4  

( N  =  
2 6 )  

全体  
( N= 1 0 0 )  

F  P  

性別  (男性率 )  1 9 . 0 %  7 4 . 2 %  9 5 . 5 %  6 1 . 5 %  6 4 . 0 %    
年齢  3 7 . 5  

( 3 . 2 )  
5 4 . 3  
( 8 . 3 )  

5 6 . 7  
( 6 . 9 )  

4 2 . 4  
( 5 . 9 )  

4 8 . 2 ( 1 0 . 1 )  4 5 . 5  < . 0 1  

子 ども人数  1 . 5  
( 0 . 5 )  

1 . 2  
( 0 . 4 )  

1 . 1  
( 0 . 6 )  

1 . 5  
( 0 . 4 )  

1 . 3  ( 0 . 5 )  4 . 4 1  < . 0 1  

年収  ( 6 0 0 万円以上の割合 )  4 2 . 9 %  5 8 . 1 %  4 0 . 9 %  6 1 . 5 %  5 2 . 0 %    
被災地 と自身の関わりの有無  (有の
割合 )  

3 8 . 1 %  6 . 5 %  9 . 1 %  7 . 7 %  1 4 . 0 %    

原発被災地産食品に対する購買意
欲  

3 . 6  
( 0 . 7 )  

3 . 6  
( 0 . 9 )  

4 . 0  
( 0 . 9 )  

3 . 8  
( 0 . 8 )  

3 . 8  ( 0 . 8 )  1 . 1 3  n . s .  

食品中の放射性物質に対する関心  3 . 8  
( 1 . 1 )  

4 . 5  
( 1 . 2 )  

4 . 0  
( 0 . 8 )  

3 . 6  
( 1 . 3 )  

4 . 0  ( 1 . 3 )  3 . 2 6  < . 0 5  

食品中の放射性物質に対する知識  3 . 3  
( 1 . 5 )  

3 . 4  
( 1 . 2 )  

3 . 3  
( 0 . 8 )  

3 . 6  
( 1 . 3 )  

3 . 4  ( 1 . 2 )  0 . 6 3  n . s .  

食品中の放射性物質の知見に対す
る確実性  

2 . 4  
( 1 . 1 )  

3 . 0  
( 1 . 2 )  

3 . 3  
( 1 . 2 )  

3 . 5  
( 1 . 4 )  

3 . 1  ( 1 . 3 )  3 . 0 9  < . 0 5  

食品中の放射線に対する独自基準
への態度  

5 . 0  
( 1 . 0 )  

4 . 4  
( 1 . 2 )  

5 . 1  
( 0 . 9 )  

4 . 4  
( 1 . 2 )  

4 . 7  ( 1 . 1 )  3 . 5 3  < . 0 5  

被災地に対する支援意思  4 . 6  
( 1 . 6 )  

5 . 5  
( 0 . 8 )  

5 . 3  
( 1 . 1 )  

5 . 2  
( 1 . 1 )  

5 . 2  ( 1 . 2 )  2 . 8 2  < . 0 5  
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と 3 は態度やコホートが類似しているが、 

2 はとくに放射性物質に対して関心が強

く、また独自基準にも強く賛成を示して

いないことから現行制度を理解して安全

性を認知している群と解釈できる。クラ

スタ 4 は放射線に対する関心は低いもの

の確実性が高いことから、放射線の問題

に対して楽観的な群といえる。今後、こ

れらのクラスタ間の食品リスクに対する

認知・行動の差異を精緻化するとともに、

適切な理解の得られるリスクコミュニケ

ーションの内容・方法について検討する

必要があろう。  

 

Ｅ．結論  

 本研究の結果は、来年度以降のインタ

ーネット学習ツールの作成にあたって、

消費者の類型化に役立てることが可能に

なる。  

 

Ｆ．研究発表  

1.  論文発表  

1.  村 越 琢 磨 ・ 久 雅 子 ・ 増 田 知 尋 ・ 和

田 有 史 ・ 長 田 佳 久  ( 20 13 ) .  単 一 特

徴 へ の 注 意 が 変 化 検 出 に 与 え る 効

果 ,  Vi s i on ,  25(1) ,  8 -1 9  .  

2.  学会発表  

なし。  
 

Ｇ．知的所有権の取得状況  
 
    な  し  
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別紙 4 
厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）  

分担研究報告書  
 

対話型学習ツールの開発  
 
 

研究分担者  湯浅  将英  東京電機大学  
研究分担者  小川  真規  自治医科大学  
研究代表者  和田  有史  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構  
研究協力者  小川   緑  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ａ．研究目的  

コンピュータ上で人を模した擬人化エ

ージェントを用い、消費者自らが安全に

関する知識を簡便かつ的確に理解するた

めの対話型学習ツールを開発する。  

 

Ｂ．研究方法  

消費者からの文字入力、キー入力に応

じて適切なコンテンツを返すためのシス

テムを作成した。テキストマイニングの

手法を用い、人が入力した文章から情報

を判別、記述部を素早く分類するシステ

ムを構築した。  

人によって入力された記述文 1 文ずつ

を理解するためには、従来研究における

評判判定方法を参考に、形態素解析ツー

ルを用い 1 文ごとに形態素解析を施し、

形容詞、名詞 -形容動詞語幹などを抽出す

る。これにより、様々なステークホルダ

ーが持つ不安や疑問点の文章を分類し、

必要な学習コンテンツの選択をすること

が可能になる。さらに入力に応じた表情

（非言語情報）の動作も作成する。表情

の動作には先行研究にて作成された既存

の表情選択ツールを用いることで、たと

えばユーザの不安を解消するためには笑

顔の表情を示す、意外な入力をしたとき

には驚いた表情をして再入力を促す等の

表情表出を可能にする。以上のように文

字入力と表情表出を組み合わせ、消費者

との対話コミュニケーションの実現を目

指した。  

また、次年度の放射線に関する簡便な

説明のコンテンツを収集するために、前

提となる知識がほとんど期待できない条

件として、小学生を対象として仮定した

放 射 線 に 関 連 す る 説 明 (質 問 項 目 は 放 射

研究要旨  

本研究では web 上での情報開示ツールの開発のた
めに、対話するための CG キャラクタと自由記述
分 か ら 内 容 を 推 定 す る マ イ ニ ン グ 手 法 を 開 発 し
た。また、放射線に関連する簡便な説明を収集す
るために医師などの専門家から、小学生を対象と
した説明を収集した。  
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線に関連する自由記述によるインターネ

ッ ト 調 査 に 基 づ き 作 成 )を 医 師 な ど の 専

門的知識を有する集団から回収した。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究の実施についてはヘルシンキ宣

言に準拠し、 (独 )農研機構食品総合研究

所および東京電機大学の人間を対象とす

る生物医学的研究に関する倫理委員会の

審査の承認を得た。  

 
Ｃ．研究結果  

対話 型学 習ツ ール の開 発準 備と し て 、

自由記述のインターネット調査を行った。

また、消費者の抱きやすい疑問と、消費

者の特性に応じた説明のあり方を、医師

などを対象とした記述式およびインター

ネットでのアンケートによって提案して

いただいた。  

消費者とのインタラクティブな学習を

可能にする対話型学習ツールの入出力イ

ンタフェース部分を作成した。作成した

インタフェースでは、消費者からの文字

入力、キー選択による入力操作が可能で

あり、入力を繰り返すことにより、消費

者の特性および不安点を引き出す。現在、

消費者の操作により適切なコンテンツを

提供する推論モジュール部分の基本部分

を作成しており、今後コンテンツを追加

する予定である。なお、入力された文章

のテキストマイニング手法を用いた判別

手法を開発した。  

 

Ｄ．考察  

web での情報開示ツールについては、

テキストで消費者が質問を入力した時に

キーワードを抽出し適切なアウトプット

を提示するシステムのプロトタイプを作

成 し 、 論 文 と し て 出 版 し た ( 湯 浅 ら , 

2012)。今後の、Web ツールの開発は、こ

の入力ツールを活かす予定である。自由

記述をベースとしたシステムを快適に運

用するためには、膨大なデータベースが

必要であるが、25 年度中に今後の開発の

プロトタイプとなるレベルのコンテンツ

を部分的に完成させることを第一目標と

して開発を進めることができるだろう。  

 

 

Ｅ．結論  

 本研究では、 web での情報開示ツール

の一部としてテキストマイニング手法に

よるメッセージの判別手法を開発した。

図 1 自 動 的 テ キ ス ト マ イ ニ ン グ の 例   

品 詞 の 得 点 の デ ー タ ベ ー ス に 基 づ い て 得 点 化

し 、 自 由 記 述 さ れ た メ ッ セ ー ジ 全 体 の 内 容 を

得 点 化 す る 。  
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また、情報開示ツールの出力内容を収集

するために、各種の専門家から、前提と

なる知識が望むことが難しいと考えられ

る小学生を対象としたつもりでの放射線

に関連する疑問に対する説明を収集した。

次年度はこれらの成果に基づき、実際に

web 上で用いることができるシステムを

開発する。なお，図２のように対話型学

習に用いる擬人化キャラクタを試作中で

あり、今後テキストマイニング手法と合

わせ消費者と対話できるシステムの開発

を目指す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ．研究発表  

1.  論文発表  

1.  湯浅将英 ,  田中一樹 ,  土肥紳一 ,  大山

実 ,  授 業 ア ン ケ ー ト の 自 由 記 述 か ら

の 評 価 情 報 抽 出 ,  日 本 工 学 教 育 協 会

論文誌， 2012  

 

2.  学会発表  

なし。  
 

Ｇ．知的所有権の取得状況  
 
    な  し

図 2 擬 人 化 エ ー ジ ェ ン ト 対 話 シ ス テ ム の 試 作  

ユ ー ザ に よ る マ ウ ス 選 択 で 、対 話 内 容 が 変 化 す る 簡 単 な 試 作 シ ス

テ ム 。  
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